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〔
告

示
〕

〇
内
閣
府
設
置
法
、
復
興
庁
設
置
法
及
び
国

家
行
政
組
織
法
の
規
定
に
基
づ
き
平
成
二

十
四
年
十
月
一
日
現
在
の
行
政
機
関
の
組

織
を
告
示
す
る
件

（
内
閣
府
・
復
興
庁
・
総
務
一
）

J

〇
政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規
則
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府

短
期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
財
務
三
七
五
〜
三
七
八
、
三
八
一
、
三

八
二
）

J
I

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
割
引

短
期
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
三
七
九
）

J
K

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
七
条
第

三
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
割
引
短

期
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
三
八
〇
）

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
三
八
三
〜
三
八
九
）

J
M

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
六
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
利
付

国
債
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
同
三
九
〇
〜
三
九
二
）

K
I

〇
個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令

第
四
条
第
十
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行

し
た
個
人
向
け
国
債
の
発
行
条
件
等
を
告

示
（
同
三
九
三
）

K
J

〇
低
騒
音
型
建
設
機
械
の
指
定
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
一
四
一
三
）

K
K

〇
排
出
ガ
ス
対
策
型
建
設
機
械
の
指
定
に
関

す
る
件
（
同
一
四
一
四
）

K
M

〇
排
出
ガ
ス
対
策
型
原
動
機
の
認
定
に
関
す

る
件
（
同
一
四
一
五
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

公
示
催
告
、
破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

K
M

特
殊
法
人
等

公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る
独
立
行
政
法

人
産
業
技
術
総
合
研
究
所
関
係

R
I

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
関
係

R
J

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

R
K

˜
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